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３－１　水源

　都は、昭和 30 年代まで、水源の多くを多摩川水系に依存してきたが、その後

の急激な水道需要の増加に対応するため、利根川水系の水資源開発に合わせて、

利根川水系への依存度を高めてきた。この結果、現在日量 630 万㎥の水源量を

保有するに至ったが、次に示すとおり様々な課題がある。

（１）首都圏の水源状況

　日本の年平均降水量は世界平均の約２倍であるが、一人当たりの水資源量は

世界平均の４割程度であり、関東地方は約１割と極めて少ない状況にある。

　また、日本の地形は急しゅんなため、河川の勾配は急であり、降った雨はす

ぐに海に流出する。さらに、降雨は、梅雨期から台風期に集中しており、河川

の流量は季節によって大きく変化し、安定的に水利用を行うためには、雨が多

い時期にダム等に貯水する必要がある。

　しかし、首都圏の一人当たりのダム貯水量は、ニューヨークの 10 分の１、ソ

ウルの 13 分の１程度となっている。
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（２）都の水源の状況

　現在、都が保有している水源の中には、取水の安定性が低い「課題を抱える

水源」が日量 82 万㎥含まれている。
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536 水源施設が完成しており、取水の安定性が高い。

慢性的な渇水時の緊急措置として暫定的に許可を受けたもの

河床の低下により伏流水※2 の取水に支障が生じている。

１年ごとの協定締結により分水を受けており、取水の安定性は
神奈川県内の水事情に影響される。

水源施設が完成していないため、河川の流況が悪化した場合、
他の水源に先駆けて取水が制限（霞ヶ浦導水）
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　都では、地下水を日量約 23万㎥（平成 22年度実績）取水しているが、地盤沈下や水質の面で問題があり、取水の継続は
　不確実であることから、保有水源には位置付けていない。
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※ 1   河川縦断勾配：川の流水方向の勾配のこと。
※ 2    伏流水：河川の水が地面に浸透し、地中の砂利層などを流れる水のこと。
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（３）低い利水安全度※3

　都の水源の約８割を依存する利根川・荒川水系の水資源開発は、首都圏の人

口や都市活動の集中により急増する水道需要を賄うため、５年に１回発生する

規模の渇水に対応することを目標としている。

　これは、10 年に１回を目標としている淀川水系を始めとした全国の主要水系

や既往最大の渇水を目標としているニューヨークなどの諸外国の主要都市と比

べて、渇水に対する安全度が低い計画である。

水源量
630 万㎥ / 日

利根川・荒川水系
78％

多摩川水系
19％

その他 3％

水系別比率

主要な地域の計画利水安全度

水　系・都　市 計画利水安全度

利 根 川・荒 川

木 曽 川

淀 川

筑 後 川

吉 野 川

サ ン フ ラ ン シ ス コ

ニ ュ ー ヨ ー ク

ロ ン ド ン

１／５

１／１０

１／１０

１／１０

１／５

既往最大渇水

既往最大渇水

１／５０

国土交通省資料

※ 3   利水安全度：河川水を利用する場合の渇水に対する安全性を示す指標であり、何年に１回程度で発生する規模の渇水に対してまで安
　　　　　　　　   定的に取水可能かを意味し、通常は、10 年間で最も厳しい渇水を対象に計画
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（４）水源の供給能力の低下

　一般的に雨が少ないと、河川の流量が減り、ダムにたまる水が少なくなり、

ダムから河川に供給できる水量も減少する。

　国は、近年の降雨状況から、利根川流域のダムから安定的に供給できる水量

（安定供給可能量）が、当初計画していた水量よりも低下していることを明らか

にしている。

降雨　多

取水量　多

降雨　少

取水量　少 供給能力が低下

供給能力の低下イメージ

当初計画に対する供給可能量

各水系等

利根川水系

荒川水系

霞ヶ浦

約 79%

当初計画：
大正７年から昭和 39年までの流況を基準として、５年に１回発生する規模の渇水に対応できるように計画
された水量（計画基準年は昭和 35 年）

安定供給可能量（近 2/20）：
近年 20年に２番目の渇水年において、河川に対してダム等の水資源開発施設による補給を行うことにより、
年間を通じて供給が可能となる水量

戦後最大渇水時供給可能量：
戦後最大の渇水であった年において、河川に対してダム等の水資源開発施設による補給を行うことにより、
年間を通じて供給が可能となる水量

約 72%

100%

約 65%

約 70%

約 97%

安定供給可能量
（近 2/20）

戦後最大渇水時
供給可能量

国土審議会水資源開発分科会資料を基に作成
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　利根川水系では、平成以降において、夏冬合わせて６回の渇水が発生している。

平成６年や平成８年の渇水時には、利根川上流の８ダム貯水量は､ １億㎥を下

回る危機的状況であった。

利根川の渇水状況（平成以降）

取水制限

期　間 日数
年

平成　２

平成　６

平成　８

平成　８

平成　９

平成　13

７月 23 日から９月５日まで

７月 22 日から９月 19 日まで

１月 12 日から３月 27 日まで

８月 16 日から９月 25 日まで

２月１日から３月 25 日まで

８月 10 日から８月 27 日まで

45

60

76

41

53

18

20%

30%

10%

30%

10%

10%

取水制限率
（最大値）

0
1/1 2/1 3/1 4/1 5/1 6/1 7/1 8/1 9/1 10/1 11/1 12/1

1.0 億

2.0 億

3.0 億

4.0 億

5.0 億
（㎥）

あと 2週間で底をつく
危機的状況

取水制限 10％

取水制限 20％

取水制限 30％

取水制限緩和

非洪水期利水容量　4億 6,163 万㎥

平成 6年

平成 8年

平年
（H4～22）

洪水期利水容量
3億 4,349 万㎥

取水制限解除

利根川上流８ダム貯水量の推移（平成６年、平成８年、平年）
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３－２　施設

　都は、昭和 30 年代から 40 年代の高度経済成長期に急増した水道需要に対応

するため、膨大な水道施設を集中的に整備してきた。

　こうした施設は、供用開始以降、40 年から 50 年程度が経過し、間もなく一

斉に更新時期を迎えることとなるが、浄水施設能力の低下や更新等による給水

への影響、建設時と比べて厳しくなったエネルギー使用への対応などの課題が

顕在化してきている。

（１）浄水施設能力の低下

　浄水施設能力とは、浄水場において１日当たりに処理できる水量を示したも

ので、各浄水場の能力の総量は、日量 686 万㎥となっている。

　しかし、現状において、その能力が低下している状況にあるとともに、今後、

更に大幅な低下が見込まれている。

ア　水質管理の強化や補修・改良工事等による能力低下

　都の浄水施設能力は、建設時と比較して、クリプトスポリジウム（水系病

原性生物の一種）への対応など水質管理が強化され、処理水量の抑制を余儀

なくされている。加えて、耐震補強や高度浄水施設の導入等、補修・改良工

事により、経常的に能力低下が生じており、計画上の浄水施設能力を十分に

発揮できない状況にある。

高度浄水施設の築造工事
（朝霞浄水場）

浄水施設能力の現状
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（２）更新や耐震化が困難な施設の存在

　都は、これまで震災時や事故時などにおける断水等の被害軽減を目的に、広

域的な送配水ネットワークの構築などを進め、バックアップ機能の強化に努め

てきた。

　しかしながら、水道施設の中には、更新や耐震化等の工事の際に施設を停止

することによって、能力や機能が大幅に低下するものが存在しており、将来に

わたる計画的な補修、改良及び更新の支障となることが懸念される。

イ　大規模浄水場の更新による長期にわたる能力低下

　高度経済成長期に整備された浄水場は、全体の浄水施設能力の約７割を占

めており、これらが間もなく一斉に更新時期を迎える。このため、今後、更

新工事に伴う施設停止が必要となり、長期にわたって大幅な能力低下が継続

していくこととなる。

ア　取替等が困難な主要な水道管路

　水道管路の更新や耐震化は、抜け出し防止機能を有する耐震継手管※4 に取

り替えるものであり、長期にわたって断水し工事を実施していく必要がある。

　しかし、都における主要な水道管路の中には、工事のために断水した場合、

都民への給水に多大な影響を及ぼすため、取り替えることが困難なものが存
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※ 4    耐震継手管：地震等の歪みに対応するため、管の継手部に伸縮性を持たせ、地震による変位を吸収できるようにした水道管
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在しており、水道管路の計画的な更新や耐震継手化を進めていく上で大きな

課題となっている。

イ　補修・改良・更新が困難な浄水施設

　浄水場は、補修や更新を実施するに当たり、全ての施設が停止しないよう、

沈でん池やろ過池等の施設において、その機能がそれぞれ独立した複数の処

理系列に分割されている。

　しかし、この処理系列の規模が大きいため、補修や更新時には大幅な能力

低下を伴うことから、工事等に当たって大きな制約となっている。

　また、一部の施設においては、機能の分割化がされておらず単一な構造と

なっているため、施設を運用しながらの更新や耐震化が困難な状況にある。

水道管路の取替工事

浄水施設の配置と構造（東村山浄水場）
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速速 系系
池池

配　水　池

No.１

太陽光発電
シ ス テ ム

No.２

配　水　配　水　池

No.３

洗洗
浄
ポ
ン
プ
所

No.４

φ
80

0

活性炭
注入所

朝霞か
ら

朝霞か
ら

φφ22022000

排水処理ケーキ
ヤーヤード

調
整
槽

接合接合接合井

濃濃
縮縮
槽槽

第一村山線

１急系排泥池

φ700 洗浄排水返送管
φ400 排泥返送管 φ70

第二急速系　38.5 万㎥ / 日

第一急速系　88万㎥ / 日

導水渠を停止した場合、
第一急速系 88 万㎥ / 日が
全て停止

系速急二第
池過ろ
系速急二第

池過ろ第二急速系
沈でん池

配水池

配水池配水池

配水池

沈でん池沈でん池

沈でん池
第二急速系

高度浄水
施設

高度浄水
施設

第一急速系第一急速系 第一急速系第一急速系
ろ過池ろ過池
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（３）水道事業運営によるエネルギー使用及び環境負荷

　都の水道は、浄水や送配水過程において大量のエネルギーを使用しなくては

ならず、年間の電力使用量は約８億 kWh と都内の総電力使用量の約１％に相当

しており、二酸化炭素排出量は約 31 万ｔとなっている。

　東京は、利根川水系の下流部に位置しているため、全浄水場の処理能力の約

８割が、標高５ｍ以下の地点から取水している状況にある。

　一方で、送水先である給水所の約７割が標高 20 ｍ以上に立地しており、ポン

プを使って送水していることから、送配水過程での電力使用量は、当局が使用

する電力の約６割と大きな割合を占めている。

　このため、水道事業によるエネルギー使用や環境負荷をより一層低減してい

くためには、ポンプを極力使用しない施設としていく必要がある。

送配水過程
58％

浄水過程
33％

年間 CO2 排出量合計
310,339t

6％ 3％
原水過程

その他

（平成 22 年度実績）

水道事業による二酸化炭素排出量

標高の低い地点で多く取水している主要な浄水場

約 30％

約 80％

給水所

浄水場
約 20％

約 70％

標高 20m以上

取水地点が
標高 50m以上

小作
東村山

境

長沢

朝霞 三園

三郷

金町

取水地点が
標高 5m以下

標高 20m未満

給水所

標高の高いエリアに送配水標高の高いエリアに送配水

浄水場

▼標高別の給水所配水量の割合

標高 50m以上の地点から取水する浄水場の能力

標高 5m以下の地点から取水する浄水場の能力
（グラフの高さは能力を表す。）

▲取水地点の標高別浄水場の能力割合
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（４）膨大な施設の更新・耐震化及び維持管理

　現在、都の水道管路のほとんどが、強度等に優れたダクタイル鋳鉄製の管路※5

になっている。しかし、阪神淡路大震災における継手部の抜け出し被害を教訓

として、平成 10 年度から全面的に採用した耐震継手管への取替えについては、

管路延長が地球の半周以上に及ぶ約 27,000km と膨大なため、その割合が 27％

（平成 22 年度末現在）にとどまっている。

　また、浄水場における耐震化についても、ろ過池や配水池等の主要な施設の

耐震化は進んでいるものの、場内管路や設備機器などを含めた浄水システム全

体としての耐震性の確保が必要となっている。

　さらに、多摩地域の水道施設については、これまで、それぞれの市町が管理

してきた経緯などから、小規模な浄水所など施設数が多く、ネットワーク化が

図られていないなど効率的な施設管理が難しい状況となっている。

水道管路の耐震継手化
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※ 5    ダクタイル鋳鉄管：鋳鉄に含まれる黒鉛を球状化させることにより、従来の鋳鉄に比べ強度や粘り強さに富んだダクタイル鋳鉄を用
　　　　　　　　　　　   いた水道管

非耐震継手管延長
19,500km

東京都の水道管路総延長
約 27,000km ⇒地球約半周以上

地球一周約 40,000km

耐震継手管延長
7,500km耐震継手率 27％
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３－３　水道需要

（１）水道需要の推移

　都の水道需要は、年々増加を続けてきた。特に、高度経済成長期には、人口

や産業の首都圏への集中、水道普及率の上昇等により大幅な増加を記録した。

　しかし、昭和 48 年のオイルショック以降、経済の低成長への移行や水道需要

抑制策の浸透等によって、水道需要の増加傾向は急激に緩和された。その後、

経済の過熱や冷え込み等の景気循環を反映して、水道需要も増加と停滞を繰り

返していたが、最近では長期にわたる景気の低迷等の影響を受け、一日最大配

水量※6 は減少又は横ばいで推移している。一方、一日平均使用水量※7 の約７割

を占める生活用水は、長期的に増加が続いている。

700

600

500

400

300

200

100

0
42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21元
昭和 平成

一日最大配水量（区部及び 29市町）

一日平均使用水量（区部及び 29市町）

都市活動用水＋工場用水

生活用水

（万㎥ /日）

一日平均使用水量及び一日最大配水量

※ 6    一日最大配水量：１年を通じて１日当たりの配水量の最大のもの
※ 7    一日平均使用水量：漏水などを除いてお客さまが実際に使用した 1日当たりの水量
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（２）水道需要予測

　都における現行の水道需要予測は、統計的手法により計画一日平均使用水量

を推計し、計画有収率※8 及び計画負荷率※9 を考慮して計画一日最大配水量を算

出している。

　計画有収率は、これまでの実績を踏まえるとともに、将来の漏水防止の取組

などを考慮して設定している。

　負荷率は、気温や天候、曜日、渇水の状況など様々な要因で変動するものと

考えられ、計画負荷率は傾向分析により推計する性質のものではないため、現

行の予測では、安定給水を確保する観点から、使用水量の推計に用いた実績期

間における最小値を計画負荷率として採用している。

　したがって、計画一日最大配水量は、様々な要因により日々変動する配水量

の実績が計画値を上回ることのないよう、過去のある一定期間の使用水量の実

績を基に、将来、配水量の変動が大きくなった場合に配水する可能性のある量

を示すものである。

（３）需要予測期間と水道施設の整備・供用期間の違い

　これまで都は、水道需要予測による計画一日最大配水量に見合う水道施設の

整備を目標としてきた。

　現行の水道需要予測では、水道需要や社会経済動向等についての 10 年から

15 年程度の実績期間のデータ等を用いて、モデル式から、10 年程度先の水道需

要を予測している。

　一方、水道施設は数十年から 100 年程度にわたって使い続けるものであり、

水道需要予測の予測期間をはるかに超える状況となっている。

　このため、これまでのように 10 年から 15 年程度の実績を用いて 10 年程度先

を予測するのではなく、より長期的な傾向を踏まえ、できる限り遠い将来を見

据えていく必要がある。

※ 8    有収率：配水量に対する使用水量（漏水などを除いてお客さまが実際に使用した水量）の割合を示すもの
※ 9    負荷率：一日最大配水量に対する一日平均配水量の割合で表され、配水量の年間変動の大きさを示すもの

第
3
章

東
京
水
道
の
現
状
と
課
題




